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建設経済部　商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-1-(1)

事業内容

　北谷町の知名度を一層向上させ、本町への観光客誘客推進と地域特産品の交流を図るため、県外、国外における、観光誘致対策事業、誘客
プロモーション事業を展開する。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

１－① 北谷町観光物産プロモーション事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ア

国際的な沖縄観光ブランドの確
立

担当部課名

(a)当初予算額 4,678 6,116 11,036

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 2,000 0 0

(b)予算現額 6,678 6,116 11,036

A．計(b+d) 6,678 6,116 11,036

(d)繰越額 -                             -                           -                             

うち交付金充当額 4,104 2,585 6,518

B．執行済額 5,131 3,482 8,296

執行率（％）(B/A) 76.8% 56.9% 75.2%

次年度繰越額 0 0 0

予算の状況の説明
海外プロモーション事業について当初２回予定していたが、１回のプロモーションに変更したため対象事業費を減額し
た。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

プロモーションコンテンツ開発業務
・ワークショップ北谷町観光物産プロモー
ション
・国内プロモーション　2回
・海外プロモーション　2回

目　標 ２回
国内2回
海外2回

国内2回
海外2回

実　績 ２回
国内2回
海外1回

国内2回
海外1回

達
成
状
況
説
明

　国内プロモーションでは、首都圏・関東プロモーション事業として、第２回沖縄チャンプルーカーニバルと東京都銀座わした
ショップに出展した。また、名古屋プロモーションとして、愛知県名古屋市の沖縄県公式アンテナショップ「わしたショップ」にて
本町の特産物品のサンプリングと観光情報パンフレットの配布を行った。
　海外プロモーションでは、台湾プロモーション事業として、中華民国（台湾）台北市で開催された「第２２回台北国際旅行博（Ｉ
ＴＦ２０１４）」に、一般財団法人沖縄観光コンベンションビューローと連携し、沖縄県ブースとして出展参加した。海外プロモー
ションについては、当初２地域２回のプロモーションを予定していたが、今回のプロモーションで台北、高雄の２地域の実施と
なったため、当初予定より1回減となり、数値的には目標値を下回った。

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度 27年度 28年度

目　標

実　績

目　標

来場者1,000
人

アンケート
回収：200人

実　績
ブース来場者：2,150人

アンケート
回収：450人

実　績
ブース来場者：3,110人

アンケート
回収：164人

成果目標
（指標）

及び進捗状況

海外プロモーションブース来場者：2,000人
（アンケート回収：200人） 目　標

来場者2,000
人

アンケート
回収：200人

進
捗
状
況
説
明

本町の観光意識調査アンケートの推進を図るため、観光パンフレット、ノベルティ及び、特産品試供品の配布を行った。
来場者への啓発配布物の配布は目標を上回った。
国内プロモーションにおけるアンケート回収については、イベントへの動員数が多く、回収目標を上回った。
海外プロモーションでは多言語にてアンケート回収を実施したが、ブース内でのアンケートスペースの確保に難があり、来場者へのアン
ケートの協力が得らず、回収は目標値よりも下回る結果となった。

目標値
（　年度）

国内プロモーションブース来場者：1,000人
（アンケート回収：200人）



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・本町は観光リゾート地域として活気のあるまちづくりを目指しており、国内
外観光客の誘客推進のため、本町の知名度を一層向上させるプロモーショ
ン展開を図る必要がある。
・本町自体の知名度向上だけでなく特産品の知名度向上を同時に推進する
必要がある。
・海外においては、本町プロモーション活動の実績がまだ少なく知名度も低
いと考えられるため今後も継続的に知名度向上への取り組みが必要であ
る。
・アジア圏を中心とした観光客の誘客を図るため、多言語の宣伝媒体等を充
実させる必要がある。
・今後は広告広報媒体を活用し、効率的なプロモーション展開について調査
研究する。

・国内プロモーションにおいて、本町の魅力発信の一つである地域特産物の
知名度の向上るため、啓発配布等を実施する。
・国際的な旅行博覧会に出展参加し、沖縄県と連携して、本町の観光啓発活
動を実施する。
・観光啓発配布について、観光客誘致を意識した多言語観光パンフレットの
制作、町の特産物を用いたノベルティの選定を行い、発信力のあるプロモー
ションツールとして活用を図る。

8,423 8,296 6,518 1,778 127

今後の取り組み方針

　国内外における観光物産プロモーションを継続的に実施し、本町の知名度の向上と観光客誘客推進を図るとともに、観光情報発信の戦略的広報の推進とＭＩＣ
Ｅの誘致等、付加価値の高い旅行の促進に取り組む。
　更に幅広い層の誘客を図るため、温暖な気候を利用したスポーツツーリズムの提案等に取り組んでいきたい。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 〇各契約については、地方自治法施行令第167条の2第1項
第1号に基づく随意契約であり、妥当であったと考える。
〇委託契約については、プロポーザル方式による業者選定
後、随意契約により契約執行している。
〇費目・使途については事業の目的を達成するためには最
小限の必要不可欠なものであったことから、適正であったと
判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

北谷町

8,296千円

委託料

499千円

株式会社 東亜旅行社

499千円

使用料

339千円

横浜エフエム放送株式会社

339千円

役務費

67千円

沖縄ヤマト運輸株式会社

50千円

株式会社クリードランドリー

フォート17千円

使用料

80千円
（株）沖縄県物産公社

80千円

需用費

418千円

株式会社リュウキュリアン 278千円

株式会社 奥原商事 50千円

沖縄北谷自然海塩株式会社 40千

円

株式会社琉球ファクトリー 30千円

旅費

2,498千円

委託料

2,900千円

(株)ＪＡＬブランドコミュニケーション

2,900千円

委託料

1,495千円

株式会社沖宮企画

1,495千円

海外プロモーション

旅程管理業務委託

観光物産品運送費

琉装衣装クリーニング

プロモーション出展ブース

使用料

プロモーション出展ブース

使用料

観光啓発配布物購入費

観光物産プロモーション要員旅

費

観光誘客強化広報宣伝業務

観光ガイドブック作成業務

うち交付対象外経費127千円

（町長旅費）
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建設経済部　商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成25～26年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-1-(1)

事業内容

観光地としての景観形成のため本町の観光拠点地域において、ハローウィンやクリスマス、年末年始等で利用するイルミネーション装飾等の補
助を行う。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

１－② 観光振興地域活性化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ア

国際的な沖縄観光ブランドの確
立

担当部課名

(a)当初予算額 10,000 10,000

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 10,000 10,000

A．計(b+d) 10,000 10,000

(d)繰越額 - -

うち交付金充当額 7,999 8,000

B．執行済額 9,999 10,000

執行率（％）(B/A) 100.0% 100.0%

次年度繰越額 0 0

予算の状況の説明
本事業は独自のノウハウを有すると思われる事業者からの企画提案を募り、事業限度額の範囲内で本町の求める観光
振興地域活性化事業企画運営業務に最も適すると思われる最優秀提案者を選定し、事業を執行している。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

25年度 26年度 27年度 28年度

観光振興地域活性化事業企画運営業務を
実施。

目　標
観光振興地域活性化
事業企画運営業務委

託

観光振興地域活性
化事業企画運営業

務委託

実　績
観光振興地域活性化事業企

画運営業務委託
観光振興地域活性化事業

企画運営業務委託

達
成
状
況
説
明

　イルミネーション装飾による地域景観の演出により、本町の魅力の発信と話題性が向上され、認知度と誘客が図られた。ま
た、期間中に開催された新たなスポーツイベント「沖縄コーポレートゲームズ」と連動した、参加者、帯同者、一般参加者との
交流イベントにより、観覧者や県内地元来訪者、観光客の誘客も図られた。
　多言語コンテンツ情報の発信から、本町の魅力と外国人観光客へのおもてなしをアピールし、着地型観光を推進した。

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
25年度 26年度 27年度

目　標

実　績

目　標
装飾：120日
イベント：4回

装飾：120日
イベント：4回

アンケート回収：
200人

実　績
装飾：120日
イベント：6回

装飾：100日
イベント：2回

アンケート回収：800人

実　績
アンケート256件
アクセス102,709

アンケート800件
アクセス4218

成果目標
（指標）

及び進捗状況

・多言語コンテンツ等を利用したアンケート
を実施300名
・多言語コンテンツ利用者数の目標指標：
5000アクセス/4か月

目　標
アンケート

300件
アクセス5000

アンケート
300件

アクセス5000

進
捗
状
況
説
明

　観光閑散期におけるイルミネーション装飾等の地域景観育成事業を推進し、季節ごとのイベントをシンボルロードフラッグ（街灯装飾
旗）にて告知することができた。
　新たなスポーツイベント「沖縄コーポレートゲームズ」のパレード、ステージイベントをエンターテイメント事業に位置付け、来訪者へのお
もてなしを前面に打ち出し、本町の魅力発信を実施することができた。
　アンケート数については、イベント参加者への情報発信とともに、スマートフォン・アプリ、ウェブ、ＳＮＳ等のコンテンツを用いて収集した
ため、当初の目標を上回る数を収集できた。またイベントの特設サイトと連動し、地域の情報発信を図ることができた。

目標値
（　年度）

・イルミネーション装飾日数：120日間（アン
ケート回収：200人）
・エンターテイメントイベント開催数：4回



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・本町への来訪者に対し、歓迎とおもてなしの意を込めた地域景観装飾とエ
ンターテイメント事業により、満足度の向上と本町へのリピート率の向上を図
る。
・観光振興拠点を明確にし、町全体で歓迎ムードを演出する。
・当該事業の情報をあらゆる媒体により発信し、その評価についてアンケート
調査を行う。
・来訪者のニーズを分析し、今後の展開を策定する。
・本事業の核となる地域活性化を推進するため、地域団体と連携する。

・インバウンドの来訪者に対する、開催場所の告知を強化する。また多言語
での告知広報も拡充したい。
・多イベントとの連携・連動を行い、相乗効果を図る。

10,000 10,000 8,000 2,000

今後の取り組み方針

　対象エリアにおける来訪者の滞在時間の拡張と周遊性を高め、本町の観光振興拠点のポテンシャルを活かした着地型観光メニューの展開を図っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 〇委託契約については、随意契約をしているが、プロポーザ
ル方式による業者選定後、随意契約により契約執行してい
る。

○費目・使途については事業の目的を達成するためには必
要不可欠なものであったことから、額の確定時において確認
しており、適正であったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

委託料
10,000千円

コーポレートゲームズジャパン株式会

社
観光振興地域活性化事業

企画運営業務
北谷町

10,000千円
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市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1-③ 海業振興事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-３-（２）-ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名 建設経済部　農林水産課
事業実施

（予定）年度
平成25～26年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１-（１）

うち交付金充当額 15,372 115,138 111,628

B．執行済額 19,215 150,516 139,536

次年度繰越額 179,000

予算の状況の説明
西防波堤等景観整備工事において、周辺住民との協議が整わなかったことから南側護岸工事について今年度施工しない
こととなったこと、及び道路植栽等整備工事において、周辺事業者との協議が整わなかったことから今年度は芝敷設工事
を実施しないこととなったため事業概要を修正し、工事請負費を17,474千円減額する。

執行率（％）(B/A) 9.6% 83.7% 100%

(a)当初予算額 111,000 － 157,010

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 88,155 － ▲ 17,474

(b)予算現額 199,155

(d)繰越額 0 179,900

活動目標（指
標）及び達成状

況

H26活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

フィッシャリーナ地区へアプローチする道路
付帯の整備、西防波堤景観の整備

目　標
道路付帯の整
備、西防波堤
景観の整備

実　績
道路付帯の整備、西防
波堤景観の整備

達
成
状
況
説
明

平成26年度にフィッシャリーナ地区へアプローチする道路付帯の整備、西防波堤景観の整備を実施。

実　績

成果目標（指
標）及び進捗状

況

目　標

進
捗
状
況
説
明

①西防波堤等景観整備工事については、平成27年3月で整備延長290ｍに留まった。原因としては、設計見直しに伴う予算額の不足が生じ
たためであり、残り整備延長10ｍは次年度実施予定である。
②道路植栽等整備工事については、平成26年7月で整備が完了し、平成26年7月から供用が開始されている。

目標値
（　年度）

事業内容

観光客誘客を図る施設整備の一環としてフィッシャリーナ地区へアプローチする道路の付帯施設整備（舗装、植栽等）、及び景観性向上を図るため
西防波堤等景観整備を実施する。

－ 139,536

A．計(b+d) 199,155 179,900 139,536

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 25年度（繰越） 26年度 27年度 28年度

0

0 0

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度 27年度 28年度

目　標

実　績

実　績
西防波堤等景観L=290m

道路植栽等N=79本

①西防波堤等景観整備工事
　（西防波堤Ｌ=300m）
②道路植栽等整備工事
　（植栽N=約80本）

目　標
西防波堤等景観

L=300m
道路植栽等N=約80本



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

西防波堤景観整備工事の整備延長が約290ｍに留まり、未整備延長が約10
ｍとなった。原因としては、設計見直しに伴う予算額の不足が生じたためで
ある。なお、入札執行残等をもって整備完了できる見込みもあったが、年度
末間近の完了になる恐れがあったので次年度発注を待つことにした。

西防波堤景観整備工事の設計見直しに伴う予算額不足については、不足が生
じた時点で計画変更及び補正予算による対応を行うべきであった。また、入札
執行残をもって整備完了できる可能性もあったことから、早期発注に努める必
要があった。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○契約締結については、全て実績等を勘案の上指名された事業者
による競争入札により執行されており、妥当であったと考えている。
○予算規模については執行率100％であり、適正な規模であったと
考えている。
○費目・使途について事業目的達成の観点から必要なものなのか
等については額の確定時において検査、確認しており、適正であっ
た。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

139,536 139,536 111,628 27,908

今後の取り組み方針

西防波堤景観整備工事については、ほぼ完成形であることから景観性向上に大きく貢献することができた。今後は、地区内事業者と連携しながら観光客の誘致に
努め、水産業と観光・リゾート産業等の融合した海業振興事業を推進していき、観光客の誘致に向けた取り組み及び企業誘致に力をに入れる必要がある。なお、平
成26年7月に大型リゾートホテルの開業、同年12月にホエールウォッチング等のマリンレジャー開業があった。平成27年度中にはウェディング、リゾートショッピング
及びレストラン等の開業見込みである。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業
費

交付対象
事業費

交付対
象外経

費
交付金
充当額

市町村
負担金

北谷町

139,536千円

工事請負費

139,536千円

（有）北谷造園土木
8,100千円

崎原土建（株）
114,588千円

中部土木（株）
8,424千円

金秀グリーン（株)
8,424千円

浜川漁港西防波堤景観整備工事

フィッシャリーナ地区道路植栽工事（その

３）

フィッシャリーナ地区道路植栽工事（その

２）

フィッシャリーナ地区道路植栽工事



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

建設経済部　土木課
事業実施

（予定）年度
平成24～27年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１-（１）

事業内容

県内有数のダイビングスポット、サーフスポットである宮城海岸において、居心地の良い空間を提供し観光客の満足度を高めマリン産業の振興
を図るため、宮城海岸マリンレジャーゾーンとして海岸護岸の舗装整備をする。H24年度からの継続事業であり、H26年度はH24～25年度で実施
出来なかった場所を整備する。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－④ 宮城海岸マリンレジャーゾーン整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-３-（２）-ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名

(a)当初予算額 47,500 11,750 4,700

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) ▲ 27,371 1,793 0

(b)予算現額 20,129 13,543 4,700

A．計(b+d) 20,129 13,543 4,700

(d)繰越額 － － －

うち交付金充当額 16,102 10,500 3,760

B．執行済額 20,129 13,125 4,700

執行率（％）(B/A) 100.0% 96.9% 100%

次年度繰越額 0 0 0

予算の状況の説明
平成26年度予算の範囲内において、護岸上部コンクリート面に，快適性および景観性に優れた形状，敷設パタ－ン，色
調の舗装用コンクリートブロックであるインターロッキングブロックの整備を行った。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ舗装 A=425㎡

目　標 A=1,642㎡ A=710㎡ A=425㎡

実　績 A=1,675㎡ A=648㎡ A=427㎡

達
成
状
況
説
明

　県が先行して整備した護岸に，快適性および景観性に優れた舗装用コンクリートブロックであるインターロッキングブロック
の敷設を行っており、現在護岸整備済み箇所については本町の実施する整備は完了しておりH26年度における活動目標を
達成している。

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標
A=1,642㎡

一箇所
A=710㎡

A=425
㎡

L=140m

実　績
A=1,675㎡

一箇所
A=648㎡

A=427㎡
L=131m

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

　事業実施により地元住民、観光客の憩いの場として、またマリンレジャーを目的とした多くの人が訪れる場所となっている。今後の推移
としては県の実施する高潮対策事業の完了を待って、完了次第本事業の整備を実施する。
　目標値を上回ったことについては、現場での精査により数量が増となった。

目標値
（　年度）

景観に優れた護岸の整備
(ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ舗装　A=425㎡)
・全体計画のうち80.3％の整備が完了
西海岸周遊道路140m整備



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・本事業は元々コンクリート張りであった護岸遊歩道を、県の実施する高潮
対策事業に合わせ、快適性及び景観性に優れた舗装用コンクリートブロック
であるインターロッキングブロックの敷設および休憩舎を設置するものであ
る。
・今年度整備実施個所については、県所管の工事が着手前に完了していた
ことから計画に大きな変更がなく実施することができた。

・先行する県との連携を密にし執行可能な計画推進を心掛ける必要がある。

4,700 4,700 3,760 940 0

今後の取り組み方針

　平成24年度から継続事業で整備し、完了した区間毎に供用開始しているが、毎日多くの方が利用され以前より賑わいのある海岸となっている。
　また、県所管工事の進捗状況の的確な把握に努めるとともに平成27年度完了に向けて引き続き事業を進めていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○契約締結については、全て実績等を勘案の上指名された事業者
による競争入札により執行されており、妥当であったと考えている。
○予算規模については、過去の実績及び設計に基づき決定してい
る。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なものなの
か等について額の確定時において支出等に関する書類により確認
し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

北谷町

4,700千円

工事費
4,700千円

合同会社 南海商事商
事4,700千円

平成26年度宮城海岸
マリンレジャーゾーン整備工事
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( ） （ ） （ ） （ ）
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建設経済部　土木課
事業実施

（予定）年度
平成26年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容

中日ドラゴンズのキャンプ地として利用されている、北谷公園野球場の既存の手動スコアボードを、LEDによる新たなスコアボードに改修し、多機能
表示を可能にすることで、オープン戦や練習風景を盛り上げ、来場者の満足度を高めリピート率を向上させる。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－⑤ 北谷公園野球場スコアボード改修事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名

(a)当初予算額 160,000

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0

(b)予算現額 160,000

A．計(b+d) 160,000

(d)繰越額 －

うち交付金充当額 128,000

B．執行済額 160,000

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

予算の状況の説明 当初予算の範囲内で野球場スコアボードの改修を行った。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

スコアボード改修工事　1式
画面面積　A=85㎡

目　標
建築改修工事

電気工事
スコアボード工事

実　績
建築改修工事

電気工事
スコアボード工事

達
成
状
況
説
明

LED表示による新たな野球場スコアボードに改修することができ、多機能表示をすることが可能となった。

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度 27年度 28年度

目　標

実　績

目　標

実　績

建築改修工事
電気工事

スコアボード工事
(画面面積A=85㎡)

建築改修工事
電気工事

スコアボード工事
（画面面積A=85㎡）

実　績
中日ドラゴンズキャンプ24日間

オープン戦2日間
各種イベント2日間

成果目標
（指標）

及び進捗状況
年間利用：中日ドラゴンズキャンプ24日間、
オープン戦2日間、各種イベント7日間

目　標
中日ドラゴンズキャン

プ24日間
オープン戦2日間

各種イベント7日間

進
捗
状
況
説
明

LED表示による新たな野球場スコアボードに改修することができた。
映像等の多機能表示も可能となり、プロ野球オープン戦も華やかに行うことができた。
今後は、野球以外のイベントにも利用できるよう周知を図っていく。

目標値
（　年度）

スコアボードを手動式から電光掲示板
（LED）へ改修する。（画面面積　A=85㎡）



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・本町の北谷公園野球場は中日ドラゴンズのキャンプ地として利用されてお
り、キャンプ時には県内外から多くの観光客が訪れる。野球場に設置された既
存の手動スコアボードを、LEDによる新たなスコアボードに改修することによ
り、多機能表示を可能とすることでオープン戦や練習風景を盛り上げ、来場者
の満足度を高めリピート率を向上させる。

・多機能表示を可能にすることで、操作内容が増えて、複雑な操作への対応
が懸念される。又、広告等の表示も可能となったが、広告条例がないため、今
後の検討課題である。

・新規来場者やリピート率を向上するため、多機能表示をPRし、野球以外のイ
ベント等での利用も検討する。

・スコアボートを実際に利用することで、操作内容を理解し、又、利用者からの
意見等を聞き改善方法を検討していく。

・多機能表示が可能となったことで、不足が生じる条例等について検討する。

197,640 160,000 128,000 32,000 37,640

今後の取り組み方針

・指定管理者から報告のある、野球場施設利用集計表をチェックし、スコアボード改修後の利用者数の推移を確認し、ホームページ等で多機能表示が可能なスコア
ボードに改修したことを周知し、新規の利用者やリピート者数の向上を図る。

・スコアボード利用者に対し、操作内容を簡潔に説明できるよう、指定管理者と共に操作内容を熟知し、又、操作マニュアルを操作室に設置する。

・必要に応じて、今後は広告の表示ができるよう条例の制定を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 〇工事請負費については、指名競争入札により適切に契約執
行されており妥当であったと考える。
〇不用額は事業費の１％以内であり適正な規模であったと考
える。
○費目・使途について事業目的達成の観点から必要なものな
のか等については額の確定時において検査、確認しており、適
正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

北谷町
160,000千円

工事請負費
160,000千円

株式会社 海邦
160,000千円

北谷公園野球場スコアボード等
改修工事

交付対象外経費
町負担分37,640千円

野球場音響設備の改修



( ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

教育委員会社会教育課
事業実施

（予定）年度
平成24～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容

キャンプ桑江北側米軍基地の返還に伴い発見された「伊礼原遺跡」は約7,000年前から連綿と続く集落跡として、国史跡として指定された。今後
縄文時代に生活空間の具現化をテーマとし、住民の憩いの場、観光資源として公園整備を行う。また、隣接地に伊礼原遺跡の出土品等を含む
町内に点在する文化財の公開活用を行うため、町立博物館を建設する。Ｈ26年度は、伊礼原遺跡保存整備事業、博物館整備事業の基本計画
を策定する。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1-⑥ 北谷町文化発信拠点整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章-3-（2）-ア

国際的な沖縄観光ブランドの確
立

担当部課名

(a)当初予算額 0 0 145,552 32,053

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 24年度（繰越） 25年度 26年度 28年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 ▲ 96,799 ▲ 3,833

(b)予算現額 418,680 0 48,753 28,220

A．計(b+d) 418,680 418,680 48,753 28,220

(d)繰越額 - 418,680 － －

うち交付金充当額 0 334,944 33,670 22,576

B．執行済額 0 418,680 42,088 28,220

執行率（％）(B/A) 0.0% 100.0% 86.3% 100%

次年度繰越額 418,680 0 0 0

予算の状況の説明 入札執行及び契約実績に基づき、３月補正で予算3,833千円を減額した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

伊礼原遺跡保存整備事業、博物館整備事
業の基本計画の検討

目　標 基本計画策定

実　績 基本計画策定

達
成
状
況
説
明

　博物館建設に向けた基本計画策定業務、及び博物館に隣接して整備予定の伊礼原遺跡について、整備基本計画策定業
務を実施することができた。

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度 27年度 28年度

目　標

実　績

目　標
基本計画

策定
100％

実　績
基本計画策定

100％

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

　平成26年度においては、博物館建設に向けた基本計画策定業務及び博物館に隣接して整備予定の伊礼原遺跡について、整備基本
計画策定業務を実施した。
　今後は、伊礼原遺跡整備及び博物館建設に向けて基本設計、実施設計を行っていく。

目標値
（　年度）

・伊礼原遺跡整備基本計画策定
・北谷町立博物館基本計画策定



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　Ｈ10年度の公立博物館整備国庫補助金の廃止に伴い、新制度の下での施
設規模や形態など比較対象となる事例が少なく、関係機関に対し、事業の取
り組みへの理解を図ることが容易ではなかった。

　内部関係部署との連携強化を図り組織としての方向性を明確にすることに
より、関係機関への事業説明をスムーズにし事業推進のスピードアップへつ
なげる。

28,220 28,220 22,576 5,644

今後の取り組み方針

平成26年度以降は、内部関係部署及び関係機関とのスムーズな連絡調整を心掛け以下の事業を実施する。

・博物館整備事業　Ｈ25 基礎調査　Ｈ26 基本計画　Ｈ27 基本設計　Ｈ28 実施設計　Ｈ29 造成工事・建設工事　Ｈ30　周辺整備工事・開館準備　Ｈ31　開館

・伊礼原遺跡整備事業　Ｈ25・26 基本計画　Ｈ27 基本設計　（Ｈ28以降は文化庁補助　Ｈ28 実施設計　Ｈ29 造成工事　Ｈ30　建設工事　Ｈ31　公開）

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業は企業組織、実績、知識等を勘案した上で選定
した事業者による指名競争入札により執行しており、妥当で
あったと考えている。
○予算規模及び費目・用途は事業の内容及び目的に見合っ
ており適正と評価する。
〇費目・使途については事業の目的を達成するためには最
小限の必要不可欠なものであったことから、適正であったと
判断した

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

― 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

北谷町

28,220千円
委託料

28,220千円

（株）丹青社
15,520千円

北谷町立博物館基本計画策定業
務委託

（有）ＭＵＩ景画
12,700千円

史跡伊礼原遺跡整備基本計画策
定業務委託（その２）



( ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

総務部企画財政課
事業実施

（予定）年度
平成26～28年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-1-（1）

事業内容

　観光客や交通弱者（高齢者、障がい者、学生）にとっての公共交通に関する現状やニーズの把握により、課題を整理するとともに、地域間交流
の活性化と観光客誘客推進のための持続可能なコミュニテーバスシステムについて検討する。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1-⑦ コミュニティーバス導入調査検討事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章-1-(7)-ｳ

人に優しい交通手段の確保

担当部課名

(a)当初予算額 12,785

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) ▲ 4,453

(b)予算現額 8,332

A．計(b+d) 8,332

(d)繰越額

うち交付金充当額 6,200

B．執行済額 8,332

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額

予算の状況の説明

　県外視察を予定していたが、県内のコミュニティバス導入自治体への視察及び聞き取り等で充分だったこと及び入札
執行により減額した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

①県内コミュニティバス導入自治体からの
聞き取り 目　標 聞き取り調査

実　績 聞き取り調査を実施

達
成
状
況
説
明

　観光客、住民及び関係団体等への聞き取り調査等を行い、コミュニティバスのニーズを把握し、北谷町コミュニティバス導入
検討調査業務報告書を作成した。

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度 27年度 28年度

②実証実験の手順案の作成
目　標 作成する

実　績 作成した

目　標

手順書作成。
公共交通に関す
る現状及びニー
ズを把握する

実　績
手順書を作成した。

公共交通に関する現状及
びニーズを把握した

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

観光客及び住民等への聞き取り調査により、コミュニティバス導入への期待が見られ、導入する方針を決定した。
今後は、北谷町コミュニティバス導入検討調査業務報告書を基に運行計画を策定し、導入の早期実現を図っていく。

目標値
（　年度）

北谷町の公共交通実証実験等手順書作
成。観光客や交通弱者にとっての公共交通
に関する現状及びニーズを把握する。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　北谷町は、県内有数の観光商業地域であるが、観光交通に関しては町内
の観光資源や観光関連施設を結ぶ公共交通ネットワークが構築されておら
ず、観光客が町内を手軽に周遊できないことや公共交通を利用することが困
難な地域や不便な地域が存在するなど、本町の公共交通の環境は未だ十
分ではない。
　このように本町においては、移動手段の確保や移動利便性の向上が課題
となっている。
・観光資源のネットワーク化及び町内各地へのアクセス手段の充実させる。
・交通弱者の移動手段の確保する。
・コミュニティバスを導入することにより公共交通空白地域の改善・解消する。
・買物、通院、公共施設利用など日常の移動手段の充実させる。
・コミュニティバスと路線バスを繋げることにより路線バスの利用率向上させ
る。

・コミュニティバス導入へ向けた画策を検討する。
・ニーズ調査の結果を踏まえ、地域の公共交通機関と連携することにより、交
通弱者の移動手段として期待される。

8,332 8,332 6,200 2,132 0

今後の取り組み方針

　北谷町コミュニティバス導入の基本方針（平成27年5月11日町長決裁）を踏まえ、現況の公共交通機関（バス等）の利用分析やバス事業者等をはじめとする関係
機関との協議に用いる基礎資料を作成するとともに、社会実験を行い運行計画を策定する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は指名競争入札で選定しており、妥当であっ
たと考えている。また、指名業者は業者選定委員会へ諮問
し、その答申があった業者とした。
○不用額は事業費の５％以内であり適正な規模であった。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

北谷町
8,332千円

委託料
8,332千円

ランドブレイン株式会社
8,332千円

コミュニティバス導入検討調査業務委託



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

・各学校とも低学年から中学年へ、中学年から高学年へと計画的、系統的に英語活動が実践され、英語指導助手の活用も全校態勢で
共通理解が図られている。
・児童英語検定は６学年で実施し、平均正答率82.6%で一定の成果は上げているが、前年度と比較して1％向上という成果目標には到ら
なかった。要因として、英語検定受験対策がうまく取り組めなかったことが考えられる。

目標値
（　年度）

・支援生徒数：　全小学校合計　2,104人
・児童英語検定：前年の正答率と比較し
１％向上

目　標 2,133人 2,125人 2,060人
2,104人
84.5%

実　績 2,125人 2,102人
2,104人
82.6%

H26成果目標（指標）
基準値

（23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

予算の状況の説明
　英語指導助手の報酬支払については日額による算定となっており、学校行事等においては英語に関する内容の指導
がある場合のみ勤務することもあるため、実績により不用額582千円が出たが、当初計画通りに事業を執行することがで
きた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

英語指導助手（ＡＥＴ）配置数４人：
全小学校に各１人

目　標
全小学校に
各１人：４人

全小学校に
各１人：４人

全小学校に
各１人：４人

実　績
全小学校に各１人：

４人
全小学校に各１人：

４人
全小学校に各１人：

４人

達
成
状
況
説
明

　平成24年度から文部科学省の教育課程特例校（英語）として町内４小学校が指定を受け、英語活動の充実を目指して教育
実践を行うため、外国人を英語指導助手として委嘱し、年間２１０日、１日５時間の労働条件で委嘱し、全４小学校へ派遣し
た。
　各小学校における英語教育は、外国の生活や文化に対する理解が深まるような学習内容や活動に努めた。学級担任と英
語指導助手でチームを組み、指導に関して役割を分担する「ティームティーチング」の授業形態で指導を実践し、教材の作成
は学級担任と英語指導助手が協力して行った。
　英語指導助手を活用することで、児童が言語や外国の文化について体験的に学び、学習に興味関心が高まり、積極的にコ
ミュニケーションを図ろうとする態度が育成されつつある。

執行率（％）(B/A) 98.2% 93.6% 91.5%

次年度繰越額 0 0 0

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) ▲ 438 0 0

(b)予算現額 6,450 6,888 6,888

うち交付金充当額 3,306 5,156 4,994

B．執行済額 6,331 6,445 6,306

A．計(b+d) 6,450 6,888 6,888

(d)繰越額 － － －

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

２－① 英語指導助手派遣事業（小学校） 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－ア

国際社会、情報社会に対応した
教育の推進

担当部課名 教育委員会　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容

　国際化に対応し、産業振興・観光振興に貢献できる資質・能力を持つ人材を育成するため、各小学校に１人の英語指導助手を派遣する。

(a)当初予算額 6,888 6,888 6,888

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



  （人数：４人）

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○書類選考、面接を通して英語指導助手業務に適すると認
められる者を委嘱しており、支出先の選定は妥当である。
○10％弱の不用額が出たが、北谷町特別職に属する非常
勤職員の報酬及び費用弁償に関する規則に基づき、事業内
容に見合った適正な予算規模であり、費目・使途についても
適正である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

6,306 6,306 4,994 1,312

今後の取り組み方針

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・児童が感じている英語の学習の達成感や理解度について、各小学校の児
童の実態に応じた授業の工夫・改善が求められる。
・児童へのアンケート結果から「英語が使えるようになりたい」と思っている児
童が、どの学年においても90％以上であるため、英語に対する苦手意識を
「楽しむ」ことに改善できる授業への工夫が必要であると考える。
・学級担任と英語指導助手の授業の打ち合わせ時間の確保、連携が必要と
なる。

・児童へのアンケート調査の結果によると、おおむね高学年の英語の学習に
対する意欲が低くなってきているのも課題の一つとして推測される。英語活
動の目的は、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながらコミュニ
ケーション能力の素地を養うことであり、意欲も大きな課題となる。
・学級担任と英語指導助手が、授業づくりのための事前打ち合わせができる
環境を確保する必要がある。

・英語指導助手と学級担任が授業内容、授業展開についての教材研究をする時間を生み出す。
・子どもたちの実生活と結びつく教材・教具の開発を工夫する。
・言語形式に偏らないコミュニケーションを意識した授業づくりを目指し、児童相互が交流し合い、共に英語への興味関心を高め、英語を使う楽しさを味あわさせ
る。
・学級担任と英語指導助手が、事前に授業の打ち合わせができる環境を確保できるように改善する。

北谷町
6,306千円

報酬
6,306千円

町内４小学校
（北谷、北玉、浜川、北谷第二）

英語指導助手報酬
6,306千円

北谷町
6,306千円

報酬
6,306千円

町内４小学校
（北谷、北玉、浜川、北谷第二）

英語指導助手報酬
6,306千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

・支援生徒数は全中学校の全生徒となっており、全校生徒が英語指導助手による授業が受けられ目標を達成した。
・県学力到達度調査（英語）の正答率に関しては、平均正答率47.5%で中頭地区の平均正答率を上回ってはいるが、前年度と比較して
1％向上という成果目標には到らなかった。正答率３０％未満の生徒が増加している傾向にある。「聞くこと」については平均正答率の上
昇はみられるため、「聞くこと」「話すこと」を中心とした英語指導助手による授業の成果は得られていると考えられる。
・夏季休業明けに「英語スピーチ並びにカンバセ―ションコンテスト」を実施し、各校からそれぞれ４名の代表生徒が出場し発表を行っ
た。

目標値
（　年度）

・支援生徒数：　全中学校合計　1,088人
・沖縄県達成度調査（英語）：前年の正答率
と比較し１％向上

目　標 1,091人 1,094人 1,047人
1,088人
51.7%

実　績 1,094人 1,062人
1,088人
47.5%

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

予算の状況の説明
英語指導助手の報酬支払については日額による算定となっており、学校行事等においては英語に関する内容の指導が
ある場合のみ勤務することもあるため、実績により不用額427千円が出たが、当初計画通りに事業を執行することができ
た。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

英語指導助手（ＡＥＴ）配置数２人：
全中学校に各１人

目　標
全中学校に
各１人：２人

全中学校に
各１人：２人

全中学校に
各１人：２人

実　績
全中学校に各１人：

２人
全中学校に各１人：

２人
全中学校に各１人：

２人

達
成
状
況
説
明

外国人を英語指導助手として委嘱し、年間２１５日、１日７時間４５分、全２中学校へ派遣した。
教科担任が主となって進める英語の授業に英語指導助手が入り、生徒の習熟の程度などに応じて行う授業により、「話す」
「聞く」活動を中心にした授業を展開しコミュニケーション能力の育成を図った。夏季休業期間中に中学校英語スピーチコンテ
ストにおける指導を行った。

執行率（％）(B/A) 97.2% 95.7% 93.5%

次年度繰越額 0 0 0

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0

(b)予算現額 6,504 6,562 6,600

うち交付金充当額 3,320 5,025 4,889

B．執行済額 6,324 6,282 6,173

A．計(b+d) 6,504 6,562 6,600

(d)繰越額 － － －

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

２－② 英語指導助手派遣事業（中学校） 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－ア

国際社会、情報社会に対応した
教育の推進

担当部課名 教育委員会　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容

国際化に対応し、産業振興・観光振興に貢献できる資質・能力を持つ人材を育成するため、各中学校に１人の英語指導助手を派遣する。

(a)当初予算額 6,504 6,562 6,600

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



（人数：２人）

（人数：２人）

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

― 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○書類選考、面接を通して英語指導助手業務に適すると認
められる者を委嘱しており、支出先の選定は妥当である。
○10％弱の不用額が出たが、北谷町特別職に属する非常
勤職員の報酬及び費用弁償に関する規則に基づき、事業内
容に見合った適正な予算規模であり、費目・使途についても
適正である。

○

6,173 6,173 4,889 1,284

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・学力到達度調査（英語）の正答率３０％未満の生徒への指導方法を工夫す
る必要があり、授業改善や補習対策において、英語指導助手の助言等を取
り入れる。　・英語によるコミュニケーション能力の習熟度の低い生徒への対
応を検討する。英語によるアクティビティやゲームなどを行うことで、生徒の
興味関心を引き立て、学習意欲を高める。
・「英語スピーチ並びにカンバセーションコンテスト」を通して、英語指導助手
による会話・発表力に加え、英作文能力を高める指導を行う。

・県学力到達度調査（英語）の平均正答率が47.5%で、前年度と比較して1％
向上という成果目標には到らなかった要因として、授業改善が進んでいない
ことと、到達度調査に対する補習対策等が充実できなかったことが考えられ
る。
　そのため、計画的な補習指導（対策）を強化する必要がある。

・「英語スピーチ並びにカンバセーションコンテスト」において、会話・発表力
に比べ、英作文の能力が不十分である。
　普段から英語指導助手とのコミュニケーションが取りやすい環境づくりが必
要である。

・夏休み期間や各学校の学力強化月間に補習指導を強化する。
・具体的でわかりやすい場面や状況を設定し、英会話で自分のことを表現したり、相手の話を聞いたりできるように、教材や学習場面の工夫をする。
・実際に英語を使うコミュニケーションの機会を増やし、習熟度の低い生徒も、気軽に英語指導助手に話しかけることができるような環境作りに取り組む。

北谷町
6,173千円

報酬
5,320千円

共済費
853千円

町内２中学校（北谷、桑江）
英語指導助手報酬

5,320千円

町内２中学校（北谷、桑江）
英語指導助手の報酬に係る社会保険料

853千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

・外国籍の転入生を受入れたため、当初の成果目標の支援児童数１０人から１５人に増え、全員が日本語指導学習支援嘱託員による授
業が受けられ目標を達成した。うち１人については、他者との意思疎通がしっかり取れ、生活面に関しても特に問題がないため３月末で
支援終了とする。
・支援児童のクラス担任と、対象児童についての細やかな指導の連携が図られており、児童一人ひとりの個に応じた日本語指導が行え
る体制が整えられている。
・入級後の児童は、日本語の語彙が増え、ひらがなや漢字読み書きができようになったり、日本語での会話も上達し、コミュニケーション
力が付き、今後の学力向上及び新たな外国籍児童生徒等の受け入れ態勢強化が期待できる。

目標値
（　年度）

支援生徒数：１0人

目　標
支援生徒数

１２人
支援生徒数

１０人

実　績
支援生徒数

１３人
支援生徒数

１５人

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
25年度 26年度 27年度

目　標

実　績

予算の状況の説明
　当初予算額（a）と予算現額（ｂ）との差額は、事業計画時に設定した報酬額より実際の市町村における予算編成の時点
での報酬額の設定が高くなったため。当初計画通りに事業を執行することができた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

25年度 26年度 27年度 28年度

日本語指導学習支援員配置数：１人

目　標
日本語指導学習支
援員配置数：１人

日本語指導学習
支援員配置数

１人

実　績
日本語指導学習支援

員配置数：１人
日本語指導学習支
援員配置数：１人

達
成
状
況
説
明

　日本語指導学習支援業務嘱託員を委嘱し、対象児童の実態に配慮し、町立小学校２校へ日本語指導教室を設置し、２校において１週
間あたり２日と３日に分けて指導を行った。
　嘱託員の勤務時間は１日６時間であり、そのうちの日本語教室入級児童１人あたり２時間～３時間の個に応じた指導が図られたことに
より、日本語の語彙が増え、ひらがなや漢字の習得、日本語での会話も上達がみられ、友達と仲良く遊ぶことができる。

執行率（％）(B/A) 88.8% 100.0%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 2,181 2,165

B．執行済額 2,727 2,769

2,769

A．計(b+d) 3,070 2,769

(d)繰越額 － －

(a)当初予算額 3,070 2,763

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 　26年度 　27年度 　28年度 　29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 6

(b)予算現額 3,070

教育委員会　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成25～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－3－（１）

事業内容

　日本語指導学習支援員を学校に配置し、日本語が十分に理解できない外国籍児童生徒や帰国児童生徒等への学習支援を行う。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

２－③ 日本語指導学習支援員派遣事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ア

確かな学力を身につける教育の
推進

担当部課名



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
〇日本語指導学習支援業務嘱託員設置要綱に基づき、日
本語指導学習支援の業務に適すると認められる者を委嘱し
ており、支出先の選定は妥当である。
○事業内容に見合った適正な予算規模であり、費目・使途に
ついても適正である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

北谷町

2,769千円

報酬
2,419千円

日本語指導学習支援員報酬
2,419千円

（人数：１人）

共済費
350千円

日本語指導学習支援員の
報酬に係る社会保険料

350千円
（人数：１人）

2,769 2,769 2,165 604 0

今後の取り組み方針

・日本語指導学習支援員を研修会等へ参加させ、教材の工夫と開発を行っていく。中学校へ進学しても、児童が不安なく学校生活を送り、学習活動に参加できる
能力が身に付くよう、児童一人ひとりの日本語能力に応じたきめ細やかな指導を行っていく。
・日本語の習得が適切に進んでいる児童においては、順次に日本語教室から所属学級へ戻し、他児童の指導の重点化を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　平成２６年度現在、２小学校で日本語指導を要する児童が計１５人在籍し
ており、その子どもたちは日々の学校生活のなかで、日本語の習得、学習及
び生活で困難をきたしている状況がある。
　そこで、２小学校に日本語指導学習支援員を配置し、児童の個に応じた日
本語習得の授業を実施し、小学校高学年までには、聞く、話す、読む、書くの
４技能の習得を促進する。
　児童の中には、家庭での母国語が日本語ではない児童がおり、日常生活
での日本語の必要性をあまり感じず、習得が進まない子どもも在籍している
ことが課題である。

・日本語能力のレベル向上のために、教材の工夫と開発を行い、指導の時
間数を増やす等の対策を取る。
・家庭との連携を高め、日常生活（家庭）で日本語を使用することを奨励して
いくことも必要である。
・宿題の与え方を工夫し、日本語習得を深めることが考えられる。



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

実　績
小学生7.5％向上
中学生7.3％向上

成果目標
（指標）

及び進捗状況

・小学生の沖縄県達成度調査（算数）：前年
の正答率と比較し１％向上
・中学生の沖縄県達成度調査（数学）：前年
の正答率と比較し１％向上

目　標
県到達度調査

正答率前年度比
１％向上

進
捗
状
況
説
明

・全学校で学習の定着に遅れがみられる児童生徒に対し、ティームティーチングの授業形態で個に応じた指導が実践できた。
・日々の放課後の学習支援をはじめ、夏休み（７月、8月）、春休み（3月）の補習指導で支援員を活用することができた。
・沖縄県到達度調査の正答率、小学校（算数）の前年度比7.5％向上、中学校（数学）前年度比7.3％向上した。

目標値
（　年度）

・学習形態は担任とのティーム・ティーチン
グを主とし、習熟の遅い子への学習支援を
行う。
・放課後の補習の充実を図る。

目　標
授業中や放課
後に学習支援を
行う。

実　績

日々の授業での学習
支援及び放課後や夏・
春休み期間に支援員
が補習を行った。

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度 27年度 28年度

目　標

実　績

予算の状況の説明
　学力向上学習支援員の報酬月額について、当初計画額より減としたことと、人選の困難さにより採用が遅れたことによ
り、2,583千円の不用額が出たが、当初計画していた事業内容を実施し、予算を適正に執行した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

学力向上学習支援員配置数６人：
全小中学校に各１人配置

目　標
学力向上学習支
援員配置数：６人

実　績
学力向上学習支援員

配置数：６人

達
成
状
況
説
明

配置予定６名の支援員が確保でき、町内全小中学校に各1名配置できた。
各学校の算数・数学に課題のある学年、各学級に支援員が入り、児童生徒の習熟度に合わせ、学級担任又は教科担任が行う授業を補
助することができた［ティーム・ティーチング］。

執行率（％）(B/A) 83.3%

次年度繰越額 0

うち交付金充当額 10,239

B．執行済額 12,862

A．計(b+d) 15,445

(d)繰越額 －

(a)当初予算額 15,445

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0

(b)予算現額 15,445

教育委員会　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成26～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－3－（１）

事業内容

　学習に遅れをとっている児童生徒に対して、授業内容をきめ細やかにサポートする学習支援員を配置し、自ら学ぶ意欲を高め、基礎的、基本
的な学習内容を理解させることで、学習環境の充実・強化を図る。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

２－④ 学力向上学習支援員派遣事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ア

確かな学力を身につける教育の
推進

担当部課名



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 〇北谷町学力向上学習支援業務嘱託員設置要綱に基づ
き、学力向上学習支援の業務に適すると認められる者を委
嘱しており、支出先の選定は妥当である。
○16.7％の不用額が出たが、事業内容に見合った適正な
規模で執行しており、費目・使途についても事業目的に即し
ており適正である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

北谷町

12,862千円

報酬
11,221千円

学力向上学習支援員報酬
11,221千円

（人数：６人）

共済費
1,641千円

学力向上学習支援員の
報酬に係る社会保険料

1,641千円
（人数：６人）

12,862 12,862 10,239 2,623

今後の取り組み方針

・学習支援員の質の向上を目指した町教育委員会による研修会の充実（研修回数の拡充や実施内容等）
・学校現場のニーズに応じた学習支援員の勤務形態や運用面の改善

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業
費

交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・本町の子どもたちの大きな課題としては、算数・数学の学習内容の定着が
上げられ、その改善の方策が求められる。対応として、子どもたち一人ひとり
に対して、きめ細やかな指導を施すことが必要となり、学習支援員を配置す
ることが課題解決の一助となると考える。

①学習支援員の給与、諸手当等待遇面の改善を検討する。
②学校による教材研究の時間の設定（週時程）の工夫
③各学校設定の学力強化月間（1月、2月）での学習支援員の活用及び運用
形態の工夫



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

実　績
ｹｰｽ会議の推進、
ﾈｯﾄﾜｰｸの構築を
行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

・学校内でのケース会議の推進や、関係機
関、団体とのネットワークの構築、連携、調
整を行う。

目　標
ｹｰｽ会議の推
進、ﾈｯﾄﾜｰｸの
構築を行う。

進
捗
状
況
説
明

・不登校出現率…Ｈ25年度小学校0.52％、中学校1.98％　　Ｈ26年度小学校0.68％、中学校2.78％
　目標値を達成できなかった要因として、学校の指導体制がうまく機能できていない学校があったこと、昨今の社会情勢でもある家庭の
　教育力の低下が考えられる。
・関係機関（児童相談所、町福祉課）等との連携・調整を通して、対象児童生徒の家庭へ相談活動を実施した。
・平成25年度より増加傾向にある不登校児童生徒に対する教育相談を実践した。
・不登校傾向の家庭環境（保護者等）へ関わり登校促進を図った。
・問題行動傾向の児童生徒の改善に向け、各学校のケース会議の充実に向け担当者に示唆を与えている
・不登校等の問題行動改善に向けて各学校の教職員への研修会を実施できた。

目標値
（　年度）

・不登校等の問題行動の減少を図る。

目　標

実　績

減少を図る

増加した

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度 27年度 28年度

目　標

実　績

予算の状況の説明 当初計画していた事業内容は全て実施し、予算を適正に執行した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 27年度

スクールソーシャルワーカー配置数：１人

目　標
スクールソーシャ
ルワーカー配置

１人

実　績
スクールソーシャル
ワーカー配置：１人

達
成
状
況
説
明

・町雇用の嘱託員として適切なスクールソーシャルワーカーを１名配置した。
・各学校の教職員に対する研修活動で講師を担い人間関係づくりのスキルを示唆した。
・各学校に在籍している問題を抱える児童生徒（不登校、生活リズムが崩れた子ども）の保護者及び社会環境等（各関係機
関）に働きかけたり、児童生徒へ直接カウンセリングを行ったりし、その改善を促すことができた。

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0

(b)予算現額 3,074

うち交付金充当額 2,408

B．執行済額 3,073

A．計(b+d) 3,074

(d)繰越額 －

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

２－⑤ スクールソーシャルワーカー派遣事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－イ

豊かな心とたくましい体を育む教
育の推進

担当部課名 教育委員会　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成26～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－3－（１）

事業内容

　スクールソーシャルワーカーを配置し、児童生徒のおかれた様々な環境の問題（家庭、友人環境等）に働きかけ、問題を抱える児童に対して
問題行動の未然防止、早期発見、早期対応に努める。

(a)当初予算額 3,074

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 〇北谷町スクールソーシャルワーカー業務嘱託員設置要綱
に基づき、スークソーシャルワーカーの業務に適すると認め
られる者を委嘱しており、支出先の選定は妥当であり、費
目・使途についても適正である。
○100％の予算執行率であり、事業内容に見合った適正な
規模である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

北谷町

3,073千円

報酬
2,685千円

スクールソーシャルワーカー報酬
2,685千円

（人数：１人）

共済費
388千円

スクールソーシャルワーカーの
報酬に係る社会保険料

388千円
（人数：１人）

3,073 3,073 2,408 665 0

今後の取り組み方針

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業
費

交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・町雇用のスクールソーシャルワーカーの増員
・教職員研修会の活用及び保護者への啓発活動
・各学校職員や保護者等に対するスクールソーシャルワーカーの役割の認
識を深めること（スクールカウンセラーとスクールソーシャルワーカーの違い
など）
・スクールソーシャルワーカーの勤務形態の工夫と待遇面の改善

・各学校（6校）に対してスクールソーシャルワーカーが１人で対応しているた
めの勤務体制と配置体制に課題がある。
・予防的な生徒指導（問題行動等対応）の視点で学校への関わりを検討す
ることが必要である。
・問題を抱える児童生徒への教職員の対応スキルの向上を図る必要があ
る。

・町雇用のスクールソーシャルワーカーの増員を検討する。
・町教育委員会や各学校での研修会において、スクールソーシャルワーカーの活用を促進し、教職員の児童生徒対応スキルの向上を図る。
・勤務形態を学校の現状（実態）に対応させた効果的な活用を促進する。



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

・保護者、教育委員会関係者等を招いての事後報告会の開催、短期留学派遣事業報告書の発行等、当初の目標の達成を確認できた。
特に、帰国後の事後報告会では、生徒たちの成長と目的意識の向上が図られた。今後も本事業のPR等に努め、人材育成を図ることが
重要である。

目標値
（　年度）

派遣に係る報告書の作成及び報告会の開
催により、町内児童生徒のグローバルな
視点の醸成を図る。

目　標
報告会の開催
報告書の作成

報告会の開催
報告書の作成

グローバルな視
点の醸成を図る

実　績
報告会の開催
報告書の作成

　　　報告会の開催
　　　報告書の作成
グローバルな視点が醸成
された

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
25年度 26年度 27年度

目　標

実　績

予算の状況の説明
当初計画時においては、自己負担が免除（全額公費負担）となる要保護世帯の生徒3名の参加を見込んでいたが、実際
には要保護世帯生徒の派遣者がなく、公費支出分が減となったため予算565千円の減額を行ったが、当初予定していた
事業について予定通り実施できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

25年度 26年度 27年度 28年度

派遣生徒数（累計）：15名

目　標 派遣12名 派遣15名

実　績 派遣12名 派遣15名

達
成
状
況
説
明

・派遣生徒１５名に対し、１６名の募集があり、日本語・英語面接、作文の選考試験を実施した。
・ハワイでは、語学学習と課外活動を行うとともに、現地の各家庭でホームステイを経験させたことで、海外で貴重な生活体験ができた。
・県人会・町人会との交流会を実施することにより、派遣生徒の国際的な視野の醸成が図られた。

執行率（％）(B/A) 100.0% 100%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 3,724 4,596

B．執行済額 4,656 5,745

5,745

A．計(b+d) 4,656 5,745

(d)繰越額 0 0

(a)当初予算額 5,000 6,310

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) ▲ 344 ▲ 565

(b)予算現額 4,656

教育委員会社会教育課
事業実施

（予定）年度
平成25～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-3-（1）

事業内容

ハワイでの語学学習やホームステイを通して英語力の向上を図りながら、ハワイの町人会、県人会、ハワイ大学生との交流会を実施し、海外で
活躍しているウチナーンチュとの親睦を図り世界的な視野を持った人材を育てる。また、ハワイの文化・歴史関連施設等を視察学習することによ
り、異文化の国際理解や郷土文化の良さを再認識して相互理解を図る。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

２－⑥ 北谷町ハワイ短期留学派遣事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－ア

国際社会、情報社会に対応し
た教育の推進

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 〇委託事業者については、中・高校生を海外に派遣するとい
うことで、安全・安心を最優先し、これまでの実績と町独自の
プログラムの調整を行う企業を勘案した上で選定したため、
契約締結にあたっては、地方自治法施行令167条の2第1項
第2号に基づき、随意契約を締結したが、妥当であったと考え
る。
〇受益者である派遣生徒については、1人当たり10万円の自
己負担となっており、負担関係も妥当であったと考える。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

5,745 5,745 4,596 1,149 0

今後の取り組み方針

・本町におけるハワイへの短期留学事業を検討推進するにあたり、安心して送りだせる環境づくりのための現地の生活面、学習面などの実態が把握できたので、
平成27年度以降も引き続き15名派遣し、派遣事業への参加者を蓄積していくことにより、町民と海外で活躍するウチナーンチュとのネットワークを広げることを目
標とする。
・次代を担う中高生をハワイに派遣することで、広い視野と国際性を身につけ、国際交流推進の担い手となる人材の育成を図るとともに、海に囲まれた同じような
気候を持つ観光リゾートの世界的な先進地での生活を体験することにより、観光立県を目指す沖縄県全体の振興に資する次世代の人材育成を図ることを目標と
する。
・中高生の申込資格である英語検定３級及び準２級以上の取得者数向上を図るとともに、派遣後の英語検定合格率を準２級は40％、２級は30％以上を目標とす

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象事

業費
交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・ハワイでの北谷嘉手納町人会との交流会を実施するにあたり、交流会場
所の確保の問題、現地での送迎方法等の問題が生じたため、移動手段の
早期確保を心掛ける。
・海外への派遣ということで、円安の影響での費用の高騰、社会情勢が悪
化した場合の派遣事業の中止等が懸念される。

・ハワイでの北谷嘉手納町人会と交流会の日程・場所を早い段階で決定する
とともに、募集、選考試験、派遣者選考をもっと早めに決定し、交流会会場に
送迎できるホストファミリーを募ることが必要である。
・派遣生徒１５名に対し１６名の応募しかなかったため、町内在住の中高生が
通学している学校には、直接ハワイ短期留学派遣の説明をするとともに、派
遣者募集の文書を送付するなど、もっとハワイ短期留学の周知を徹底すべき
と考える。

北谷町
5,745千円

委託料
5,745千円

㈱沖縄タイムスサービスセンター
㈱リウボウ旅行サービス

5,745千円

北谷町ハワイ短期留学派遣事業

海外ホームステイ研修管理業務委託



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

・土地先行取得事業において、当初予算額を大きく上回る土地の売却希望申出があった。【Ｈ26年度実績：約1.3ｈａ (約5.8億円分)】
・地権者説明会を開催することによって地権者の方々に対して跡地利用に向けた機運醸成を図ることができた。

目標値
（　年度）

跡地利用に対する地権者等の理解促進、
協力体制構築への寄与

目　標

実　績

跡地利用に対
する理解促

進・協力体制
の構築寄与

跡地利用に対する理解
促進・協力体制の構築

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度 27年度 28年度

目　標

実　績

予算の状況の説明
　当初は町内3施設（キャンプ桑江南側地区、桑江タンクファーム、キャンプ瑞慶覧）の調査を予定していたが、平成26年
度よりキャンプ桑江南側地区にて開始した土地先行取得事業に係る買取方針の検討及び地権者の合意形成促進等に
専念したため、12月補正により4,990千円の事業費減額を行った。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

「キャンプ桑江南側地区」における地権者
説明会及び跡地利用に関する情報提供を
実施

目　標
地権者説明会の実
施・パンフレット作成

実　績
地権者説明会の実施・

パンフレット作成

達
成
状
況
説
明

キャンプ桑江南側地区において実施する土地先行取得事業に係るパンフレット・募集要項等を作成し、地権者説明会にて土
地の先行取得事業の概要説明及びＨ25年度跡地利用推進調査の報告を行った。

執行率（％）(B/A) 82.3% 79.5% 100%

次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 7,260 14,611 6,091

B．執行済額 10,052 18,264 7,614

22,963 7,614

A．計(b+d) 12,210 22,963 7,614

(d)繰越額 － 0 0

(a)当初予算額 8,159 24,150 12,604

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 4,051 ▲ 1,187 ▲ 4,990

(b)予算現額 12,210

総務部　企画財政課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１０

事業内容 　「キャンプ桑江南側地区」における将来の公共施設用地の確保に向けた地権者説明会及び跡地利用に関する情報提供を実施する。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3 跡地利用推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１３）－ア

早期の事業着手に向けた取組

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者は一般競争入札で選定されており、妥当で
あったと考えている。
○不用額は事業費の5％以内であり適正な規模であった。
○費目、使途については業務完了後に検査を実施しており、
目的に即し適正なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

― 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

7,614 7,614 6,091 1,523

今後の取り組み方針

・基地跡地の有効活用に向けた関係機関への制度的・財政的支援等の要請
・各種調査の継続的な実施
・地権者の跡地利用に対する意識高揚・理解促進を図るための説明会、勉強会等の実施

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・平成25年4月に発表された統合計画により、本島中南部に所在する大規模
な駐留軍用地の返還が示された。これら施設の返還後におけるまちづくりに
ついては、他地域との都市機能の競合を回避し、その地域の特性に応じた
特色ある産業・都市機能の導入が求められる。
・返還後の基盤整備事業を迅速かつ円滑に着手するためには、早い段階で
地権者の合意に基づいた跡地利用計画を策定しておく必要がある。

・地区特性に応じた産業・都市機能の導入に向けた検討・調査の実施
・有効かつ適切な跡地利用計画策定に向けた自然環境調査や文化財調査
等の実施
・地権者への定期的な情報提供の実施

玉野総合コンサルタン
ト株式会社 沖縄事務

所
7,614千円

委託料
7,614千円

北谷町

7,614千円

・地権者説明会開催補助
・土地先行取得事業に係るパン
フレット、ポスター、募集要項等
の作成



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

平成25年度に基金を設置し、551,000千円を積み立てた。平成26年度においては550,000千円を積み立て、買取希望申出のあった
13,104.21㎡分の土地取得費用にあたる585,088千円を取り崩した。

目標値
（　年度）

公共用地取得率：約29.1％
（取得予定（学校用地）面積45,000㎡）

目　標 29.1% 100%

実　績 29.1%

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度 27年度 28年度

目　標

実　績

予算の状況の説明
年度毎における土地の買取希望者数を予測することが困難であるなかで、実際に申出のあった地権者からの要望に弾
力的に対応する為には、土地取得に係る所要額を早期に積立てる必要があることから、297,000千円の大幅な事業費増
額を行った。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

キャンプ桑江南側地区内の土地取得面積：
13,104㎡

目　標 13,104.21㎡

実　績 13,104.21㎡

達
成
状
況
説
明

特定駐留軍用地に指定されているキャンプ桑江南側地区において、町に買取希望の申出があった土地13,104.21㎡を取得し
た。

執行率（％）(B/A) 100.0% 100.0%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 440,690 440,000

B．執行済額 551,000 550,000

550,000

A．計(b+d) 551,000 550,000

(d)繰越額 0 0

(a)当初予算額 253,000 253,000

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 298,000 297,000

(b)予算現額 551,000

総務部　企画財政課
事業実施

（予定）年度
平成25～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１０

事業内容
　駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用を推進するため、沖縄振興特別推進市町村交付金を財源とした基金を活用して特定駐留軍用地内の
土地の先行取得を実施する。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4 北谷町特定駐留軍用地内土地取得基金事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１３）－ア

早期の事業着手に向けた取組

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○基金への積立後は土地取得費、取得に係る事務費として
必要額を取崩し、法令に則り契約を締結をしたことから、支
出先の選定方法は妥当であったと考えている。
○不要額は事業費の5％以内であり適正な規模であった。
○費目、使途について、業務目的達成の観点から関係書類
による確認を行い、その結果目的に即し適正なものであった
と判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

― 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

555,685 550,000 440,000 110,000 5,685

今後の取り組み方針

・土地取得所要額の基金への早期積立
・将来の土地区画整理事業における減歩率緩和及び緑地保全を目的とした斜面緑地取得に向けた交付金の増額要請
・土地先行取得事業に係る情報提供及び広報活動の継続実施　（例．地権者説明会、パンフレット・ポスターの配布）

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・駐留軍用地内の公共用地割合が極端に低いなかで、返還後の迅速かつ計
画的な跡地開発の為には返還前の公共用地取得が必要不可欠
・民間の分筆による土地売買に伴う地権者の増加
・今回の土地先行取得事業の対象から外れている斜面緑地の取扱い
・予算額を越えた土地売却希望申出があった場合の対応及び優先順位
・事業期間中における継続的な町への土地売却意欲の促進及び喚起

・取得を要する公共用地面積の算定及び財源確保
・公共が土地を取得することによる分筆（地権者数増加）の抑制
・駐留軍用地だけでなく民有地にまで広がる斜面緑地の取扱いの検討
・地権者からの申出に弾力的に対応する為の土地取得所要額の早期積立及
び優先順位の検討
・地権者への細やかな情報提供及び広報活動

北谷町
550,000千円

特定駐留軍用地内土地取得事業基金

取得土地分
軍用地料
5,685千円

積立金
550,000千円

積立金
5,685千円

交付対象外経費



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ) ( )

進
捗
状
況
説
明

墓地実態調査を実施し、墓地分布図及び墓地台帳を作成したことにより、町内における墓地の分布状況及び墓地数が得られた。墓地基
本計画の策定により墓地施策の基本方針を定めることができた。今後は、住民ニーズを把握するためのアンケート調査を実施し、墓地
の適正管理の維持の必要性などを住民に広く周知していく。

実　績

目　標成果目標
（指標）

及び進捗状況

実　績 100%
墓地整備基本計画策定

目　標 100%

実　績 100%

27年度 28年度
目標値

（　年度）

墓地整備基本計画策定に向けた住民説明
会の開催

目　標 ３回

実　績 ３回

墓地分布図・墓地台帳の作成
目　標 100%

達
成
状
況
説
明

墓地実態調査については、地形図や住宅地図の既存資料を参考に大まかな墓地の位置を調査員が現地にて調査した結
果、無許可で設置された墳墓が多くあったことから、当初想定していた基数より多い調査結果となった。
墓地基本計画策定に向けた委員会については、目標どおり開催できた。
墓地基本計画策定に向けた検討部会については、最終の委員会が日程の都合上、個別説明になった。
墓地基本計画策定に向けた住民説明会の開催については、目標どおり開催できた。

H26成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度

実　績 ３回

墓地整備基本計画策定に向けた委員会の
開催

目　標 ４回

実　績 ４回

予算の状況の説明 不用額198千円については、競争入札の執行によるものであり、予算を適正に執行することができた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

墓地実態調査
目　標 米軍施設を除く町全域

実　績 米軍施設を除く町全域

墓地整備基本計画策定に向けた検討部会
の開催

目　標 ４回

執行率（％）(B/A) 98.0%

次年度繰越額 0

うち交付金充当額 7,616

B．執行済額 9,520

A．計(b+d) 9,718

(d)繰越額

(a)当初予算額 9,718

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0

(b)予算現額 9,718

住民福祉部　保健衛生課
事業実施

（予定）年度
平成26年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１２

事業内容

本計画は、北谷町全域（米軍基地を除く。）を対象とし、町内に点在する墓地の状況を把握し、墓地の適正配置や集約に関する計画を策定する
とともに、町民に対して墓地の建設や管理に関する周知を行い、社会状況の変化や北谷町の墓地問題に的確に対応するため、総合的な墓地対
策指針となる墓地整備基本計画を策定する。

市町村名 北谷町

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5 墓地整備基本計画策定事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-２-６-ア

地域特性に応じた生活基盤の整
備

担当部課名



- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

墓地基本計画策定委託業務

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○報酬については、墓地基本計画審議会規則に基づき委員
を委嘱しており、委託業者は、指名競争入札により選定され
ていることから妥当であると判断した。
○予算規模は、執行率９８％であり適正な規模であった。
○費目・使途については、業務完了後の検査及び支出に関
する書類により確認したことから適正であったと判断する。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

北谷町
9，520千円

報酬
124千円

墓地基本計画審議会委員報酬
124千円

報酬　８人

委託料
9，396千円

株式会社沖縄チャンドラー
9，396千円

9,520 9,520 7,616 1,904

今後の取り組み方針

・平成２７年度以降、墓地規制区域、墓地面積の設定等に関する例規整備を行う。
・墓地施策に関する手続、適正管理の必要性について、広報活動などをとおして広く町民に周知する。
・北谷町新川墓地公園の活用について、関係各課と連携し、公共移転用と一般公募用の区画数の割合を再検討し、一般公募分の区画数を増やす。
・墓地の永続的管理の必要性及び健全な経営の確保という観点、さらに、町民が安心して利用できる墓地の確保を目指すために新たな公営墓地整備の検討を
推進する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・町内の墓地は一部集団化しているが、その他の墓地は散在化している。
・町域の約５３％が米軍施設が占め、その他の土地のほとんどが宅地や公
共・公益用地などの都市的土地利用となっており、今後の墓地需要に対応
するための墓地用地の確保が難しい状況にある。
・町内の多くの墓地が無許可で建設されていることから、無許可墓地の設置
を防止する必要がある。
・町内の墓地の約３％が無縁墓地の可能性がある。今後の少子高齢化によ
り無縁墓地の増加が予想されることから、無縁墓地対策が必要である。

・墓地の散在化防止及び墓地行政を円滑に行うため墓地規制区域を設定す
る。
・利用できる町域が限られた中でのまちづくりを考慮し、墓地面積を設定す
る。また、今後の墓地需要に対応するために新たな公営墓地の整備につい
て検討する。
・無許可での墓地設置を防ぐために、町民及び墓の施工業者へ法手続きな
どについて周知を図り、墓の建設工事の際に許可証表示を義務化する。
・墓地の管理者に対し、無縁墓地についての問題点の周知を図り、無縁仏や
無縁化した墓地に収められている遺骨の受入先の確保に努める。また、墓
地の景章手続の義務化について検討する。


